
1992年にリオデジャネイロで開催された地球サミットで、人類は持続可能な発

展という壮大な挑戦に向け大きく舵を切った。以来、国際社会では持続可能な社会

を支える新たなガバナンスのあり方が模索され、実践されてきた。――“マルチス

テークホルダー・プロセス（MSP）”と呼ばれる、多様なステークホルダーが参加

した対話と合意形成の枠組みである。

MSPは、持続可能性やグローバルガバナンスを巡る国際的な議論を政治的・思

想的源流に持ち、1990年代以降、国際機関の意思決定プロセスやさまざまな基準

やルールづくり、開発プロジェクトの実施プロセス等、多種多様な場面で活用され、

洗練されてきた。

その本質はソーシャル・イノベーションに向けたプラットフォームであり、そこでは、すべてのステークホ

ルダーが対等な立場で参加し、平等に説明責任を果たすとともに、他者との対話を通じたソーシャル・ラーニ

ングを繰り返し、オーナーシップをもって創造的な解決策を共有する。

特に今後は、従来のステークホルダー分類に回収されない、より多様で細分化されたステークホルダーが形

成され、柔軟に集合・離散を繰り返しながら課題解決を図る、“小規模・分散・課題解決型”のMSPが求めら

れる。

本稿では、地球サミット以来の国際社会の挑戦について概観しながら、MSPの定義や構成要素、機能、類型、

意義等について論じるとともに、今後求められる新時代のMSPのあり方を探る。

政策デザインと合意形成　～その来歴と行方～

新時代のマルチステークホルダー・プロセス
とソーシャル・イノベーション
Multi-Stakeholder Process and Social Innovation in a New Age

The Earth Summit held in Rio de Janeiro in 1992 marked a historical step toward sustainable development. Since then, the

international community has explored and exercised a new type of governance that supports sustainable society─a multi-stakeholder

process (MSP). This constitutes a framework for dialogue and consensus building among various stakeholders in society.

MSP has its political and philosophical origins in the international debates on sustainability and global governance. Since the 1990s,

MSP has been practiced and refined in diverse areas, from the decision-making or standard-setting processes of international

organizations to the implementation processes of rural development projects in developing countries. 

MSP is essentially a platform for social innovation, where all relevant stakeholders are equally involved and accountable, experience a

continuing process of social learning through dialogue with others, and share innovative solutions while taking ownership of them.

Especially, small-scale, dispersed, problem-oriented MSP will be required in the near future, in which more diverse and segmentalized

stakeholders, who do not fit into traditional categories of stakeholders, repeatedly and flexibly form and dissolve in order to solve

social problems.

This article discusses the definition, functions, types, and significance of MSP, providing an overview of the challenges faced by the

international community since the Earth Summit,  and explores the new form of MSP that will be required in a new age.
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1992年にリオデジャネイロで開催された地球サミッ

ト１で、人類は持続可能な発展という壮大な挑戦に向け大

きく舵を切った。以来、国際社会では持続可能な社会を

支える新たなガバナンスのあり方が模索され、実践され

てきた。──“マルチステークホルダー・プロセス

（MSP）”と呼ばれる、多様な利害関係者（ステークホル

ダー）が参加した対話と合意形成の枠組みである。

本稿では、地球サミット以来の国際社会の挑戦につい

て概観しながら、MSPの定義や構成要素、機能、類型、

意義等について論じるとともに、今後求められる新時代

のMSPのあり方を探る。特に後段では、ステークホルダ

ーを巡る近年の環境変化を踏まえ、よりソーシャル・イ

ノベーション２の要素に重きを置いた、“小規模・分散・

課題解決型”のMSPの可能性について論じる。

まず、2│では、MSPの思想的・政治的源流となった

2つの国際的議論について概説する。3│では、先行研究

におけるMSPの定義を紹介したうえで、MSPの基本的

な構成要素や機能について再考し、ソーシャル・イノベ

ーションに比重を置いた新たな定義づけを試みる。4│

では、国際社会で実践されてきたさまざまな事例を紹介

するとともに、MSPの類型化を行う。5│では、持続可

能な社会、市場規制、CSR（企業の社会的責任）、市民

社会、民主主義といった観点から、MSPが有する社会的

意義について論じる。6│、7│では、筆者が携わった我

が国でのMSPの実践について紹介したうえで、新時代の

MSPのあり方について論じる。

MSPとは、一言でいえば、多様なステークホルダーが

対等な立場で参加した対話と合意形成のプロセスを指し、

1990年代以降、国際機関の意思決定プロセスやさまざ

まな基準やルールづくり、開発プロジェクトの実施プロ

セス等、国際社会の多種多様な場面で活用され、実践的

手法として洗練されてきた。

その思想的・政治的な源流は、相互に密接に関連した、

以下の2つの議論に辿ることができる。

（１）持続可能な発展とMajor Groupsの役割

そのうちのひとつは、持続可能な発展を巡る議論であ

る。

持続可能な発展の概念は、ローマクラブの「成長の限

界」等を背景として、ブルントラント委員会３報告書

「Our Common Future」によって、国連が取り組むべき

喫緊の課題として認知されるようになった。1992年の

地球サミットは、80年代のこうした流れを受け継ぎ、持

続可能な発展を人類共通の課題として位置づけるととも

に、それを実現するための基本的な理念と方向性を打ち

出し、以降の国際社会の取り組みに多大な影響を与えた。

MSPの原型とも言うべき社会的要請も、実はこの中で

提示されている。それが、“Major Groupsの役割”であ

る。

地球サミットの採択文書「アジェンダ21」の第3セク

ションにあたる9つの章は、持続可能な発展を達成する

うえでのMajor Groupsの役割について詳細に述べてい

る。Major Groupsとは、女性、子供・若者、先住民、

NGO、地方政府、労働組合、企業・産業、科学・技術コ

ミュニティ、農業生産者のことである。紙面の4分の1を

占めるこのセクションを使ってアジェンダ21が発したメ

ッセージは、持続可能な発展を実現するためには、これ

らの社会集団がそのプロセスに参加し、それぞれの役割

を果たすことが不可欠であるという問題提起であった。

そのエッセンスは、当該セクションの以下の文章に凝

縮されている。

23.1 アジェンダ21の全てのプログラム領域におい

て、各国政府が合意した目的、施策、枠組みを効果

的に実施するためには、全ての社会集団のコミット

メントと真の関与が不可欠である。

23.2 持続可能な発展の達成に向けた基本的な条件の

一つは、意思決定への広範な社会層の参加である。

さらに、特に環境と開発の文脈においては、新たな

1 はじめに

2 MSPの源流



新時代のマルチステークホルダー・プロセスとソーシャル・イノベーション

111

形態の参加が必要になってきている。

（アジェンダ21 第3セクション「Major Groupsの役

割の強化」（抄訳））

さらに前文では、国際社会、国、地方のすべてのレベ

ルにおいて、広範な社会層の参加を促すための新たなメ

カニズムの構築を呼びかけている。

8.3 全体としての目的は、意思決定プロセスを改善又

は再構築し、社会経済的、環境的な課題への配慮が完

全に統合され、広範な社会層の参加が保障されること

である。各国はそれぞれの支配的な状況、ニーズ、国

家計画、政策、施策に応じて優先順位を決めるであろ

うことを認識しつつ、以下の目的を提案する。

（略）

c. 関心のある個人、集団、組織が、全てのレベルの意

思決定に参加することを促すメカニズムの構築と改善

（アジェンダ21 前文　第8章　意思決定への環境と

開発の統合（抄訳））

アジェンダ21のこうした問題提起は、持続可能な発展

の実現に向けたステークホルダーの役割と、新たな意思

決定プロセスの必要性に国際社会の眼を向けさせた。そ

して、それに応える形で、具体的なガバナンスのあり方

として模索され、実践されてきたのが、MSPであった。

中でもMSPの発展に大きな役割を果たしたのは、他な

らぬ国連自身であった。国連は、地球サミットの成果を

踏まえ、翌93年、経済社会理事会の下にCSD（持続可

能な発展委員会）を設置した。アジェンダ21の理念の実

現を進める使命を帯びたCSDは、“Major Groupsの役割”

の考え方を具現化するため、国連各機関の意思決定プロ

セスにMSPを導入する試みを進めてきたのである。国連

のこうした動きは、国際社会におけるMSPの発展の大き

な礎となっていった。

（２）グローバルガバナンスを巡る議論

MSPのもうひとつの源流は、1990年代以降本格化し

たグローバルガバナンスを巡る議論である。

グローバルガバナンスを巡る議論は、冷戦の終結やグ

ローバル化の進行といった新たな状況の中で、国連を中

心とする国際秩序をいかに再編していくべきか、という

課題に対応する形で活発化した。

特にグローバル化の進行は、国民国家以外の新たなプ

レーヤーの相対的な影響力を増大させた。国境を越える

企業活動は、国ごとの規制の有効性を減じるとともに、

激しい国際競争の中で、“底辺への競争（race to the

bottom）”ともいうべき規制の切り下げが進み、国民国

家のプレゼンスは一層低下した。また、地球環境問題の

深刻化等を契機として、グローバルな市民社会の動きが

活発化し、国際NGOの活動が国際的な世論に大きな影響

を及ぼし始めた。

新しいプレーヤーの地位の上昇は、国民国家に基盤を

置く国連の体制にも変質を迫り、こうしたプレーヤーを

巻き込んだ、新たなガバナンスのあり方が模索されるよ

うになった。

地球サミットと同時期に活動を開始した国連グローバ

ルガバナンス委員会は、1994年公表の報告書「Our

Global Neighborhood」において、グローバル化の時代

に求められる新たなガバナンスの形を以下のように表現

している４。

ガバナンスというのは、個人と機関、私と公とが、

共通の問題に取り組む多くの方法の集まりである。相

反する、あるいは多様な利害関係の調整をしたり、協

力的な行動をとる継続的なプロセスのことである。承

諾を強いる権限を与えられた公的な機関や制度に加え

て、人々や機関が同意する、あるいは自らの利益に適

うと認識するような、非公式の申し合わせもそこに含

まれる。（略）グローバルなレベルでは、ガバナンスは

これまで基本的には政府間の関係とみなされてきたが、

現在ではNGOs、市民運動、多国籍企業および地球規

模の資本市場まで含むべきものと考えるべきである。
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委員会は、政府のみが主体となったガバナンスのあり

方を否定し、NGOや企業等広範な主体が参加し、協働し

て共通の課題に取り組む新しいアプローチの必要性を唱

えたのである。

グローバルガバナンスにおける新たなプレーヤー、特

に市民社会の役割の強化については、その後の国連改革

を巡る議論の中でたびたび問題提起された。People’s

AssemblyやParliamentary Assemblyといったアイ

ディアもその一部である５。先に紹介したMSPの実践に

向けたCSDの活動も、こうした動きの一環として捉える

ことができる。

実際、MSPは、国民国家の地位低下による“民主主義

の赤字（democratic deficit）”６とも言うべき状況の中で、

グローバルガバナンスをさまざまな側面で補完し、支え

てきた。これについては後述する。

1990年代以降、国際社会では、実に多種多様なMSP

が実践されており、これらを体系化しようとする試みもい

くつか行われてきた。そこで、以下では、まずこれらの試

みにおけるMSPの定義を紹介しながら、MSPの基本的

な構成要素について理論面・実践面から考察する。そのう

えで、筆者の経験も踏まえながら、MSPの機能について

改めて検討し、より包括的な独自の定義づけを試みる。

（１）先行研究におけるMSPの定義と構成要素

１）先行研究におけるMSPの定義

MSPの体系化に向けた試みの中でも、最も包括的で影

響力があるのは、ヨハネスブルグ地球サミット７の開催に

際して進められた調査研究プロジェクト（Hemmati,

Dodds et al.（2002））である。ここでは、MSPを以

下のように定義している８。

MSPは、

・全ての主要なステークホルダーを、特定の課題に

関する新たな形態のコミュニケーションと意思形

成（可能であれば、意思決定）に参集させること

を目的とし、

・ステークホルダー間のコミュニケーションにおけ

る平等性と説明責任を達成することが重要である

との認識に立脚し、

・3つ以上のステークホルダー・グループとその観

点の平等な代表（equitable representation）を

含み、

・透明性と参加に関する民主的な原則に基づき、

・ステークホルダー間のパートナーシップと強靭な

ネットワークの構築を図る。

また、内閣府（2008）はHemmati, Dodds et al.

（2002）を参考にしながら、以下のような定義づけを行

っている。

平等代表性を有する3主体以上のステークホルダ

ー間における、意思決定、合意形成、もしくはそれ

に準ずる意思疎通のプロセス。

（１）ステークホルダーの平等代表性（equitable

representation）

MSPにおけるあらゆるコミュニケーションにおい

て、各ステークホルダーが平等に参加し、自らの意

見を平等に表明できるということであり、また、相

互に平等に説明責任を負うということ。

（２）意思決定、合意形成、もしくはそれに準ずる意

思疎通

政策決定から共通認識の形成、実践的な取り組み

実施に向けての合意、ステークホルダー間のパート

ナーシップやネットワーク形成に至るまでを幅広く

含むもの。

一方、ソーシャル・ラーニングとの関係性に着目して、

MSPの実践を蓄積・体系化してきたWageningen

International９による定義は以下の通りである。

・ステークホルダーを巻き込み、彼らに影響を及ぼ

3 MSPの定義、構成要素、機能
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す環境を改善する取り組みに関与させようとする

プロセス。

・ある課題に影響を受ける多様な個人や集団が、対

話や交渉、学習、意思決定、集団的行動に参加す

ることを可能にする社会的インタラクションの形

態。

・政府職員、政治家、コミュニティ代表、科学者、

企業人、NGO代表に、ともに考え、ともに行動さ

せること。

２）MSPの構成要素

以上の3つの定義は、それぞれが着眼するMSPの構成

要素や機能の違いを反映して、少しずつ重点が異なって

いる。そこで以下では、これらの定義を参考に、MSPの

基本的な構成要素について理論面・実践面から若干の考

察を行う。

①課題と目的

MSPは、特定の社会的な課題に関し、その解決の一環

となるなんらかの目的を持って行われる。ここでいう課

題には、CSRの促進といった抽象度の高いものから、特

定事業を巡る利害対立の解決といった具体的なものまで

さまざまなレベルがあり、目的についても、政策や戦略

の決定から、基準やガイドラインの策定、調査研究、周

知・啓発まで、さまざまなものが考えられる。また、予

め上部機関等から外生的に課題や目的が与えられるケー

スもあれば、プロジェクトの中でMSPの対話を通じて内

生的に導き出されるケースもある。

②ステークホルダーの参加

MSPの最も重要な構成要素は、言うまでもなくステー

クホルダーの参加である。理念的には、特定の課題に関

係するすべてのステークホルダーがMSPに参加すること

が求められる。しかし具体的にどのような状態をもって、

すべてのステークホルダーの参加が得られているとする

のかは、MSPの実践上極めて重大な論点である。

第一に問題となるのは、参加するステークホルダーの

分類をどのように決定するのか、という点である。先の

Hemmati, Dodds et al.（2002）は、MSPにおける

“ステークホルダー”について、「特定の決定に利害関係

を持つ個人やグループの代表であり、当該決定に影響を

及ぼす又は及ぼし得る人々だけでなく、当該決定に影響

を受ける人々を含む」と定義している10。焦点となって

いる課題が具体的であればステークホルダーの特定は容

易だが、抽象度が高ければそれだけ潜在的な関係者は広

がるし、どのように関係者をくくるべきかの判断は難し

くなる。そして現実には、プロジェクトの開始当初から

課題が十分具体化されているケースは少なく、進行とと

もにしだいに焦点が絞られたり、途中で課題自体が変化

することも多々ある。また、なんらかの政治的な力学か

ら、特定の関係者を意図的に排除しようとする欲求が働

くことも考えられる。

こうした問題について、すべてのMSPに共通する万能

な解決策は存在しない。恣意性を排除するため、あえて

国際的な取り決めや上位機関の定めたステークホルダー

分類をそのまま適用する例もあれば、プロジェクトの準

備段階から多くの関係者を巻き込み、参加希望者の合意

に基づいてステークホルダー分類を決める例もある。ま

た、発足時に決めた分類を最後まで変えない例もあれば、

当初一定の分類を定めつつも、状況に応じこれを変更す

る手続きを備えた“セミオープン型”の例もある。いず

れの場合においても、ステークホルダー分類の考え方や

決定手続きを明示することで、MSP全体の透明性や正統

性を高めることが極めて重要である。

第二に問題となるのは、具体的にどのように参加者を

選出するか、という点である。政府や自治体が設置する

審議会や有識者会議と異なり、MSPにおいては、参加者

選出の一切を各ステークホルダー・グループに委ねるこ

とが理想とされる。言うまでもなく、MSPはステークホ

ルダーの対話の場である。会議の席に座っている人物だ

けでなく、そのグループに属するすべての団体や個人が、

MSPの議論に加わらねば意味はない。したがって、参加

者の選出方法はもちろん、選出後の参加者とグループと

の意思疎通のあり方は、MSPの成否を決める重要な要素
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である。

もちろん、選出を各グループに委ねるとしても、一定

のルールは必要である。特に、各グループは、それぞれ

の状況や特性に応じて、できる限り民主的で、透明かつ

平等なプロセスで参加者を選出する必要がある。不透明

な選出が行われた場合、当該グループからの参加者が、

選出プロセスの外にいる団体や個人からの攻撃に晒され

たり、プロジェクト全体のクレディビリティの低下を招

く恐れもある。

③平等性

Hemmati, Dodds et al.（2002）や内閣府（2008）

の定義に見られるように、参加するステークホルダーが

平等に取り扱われ、対等な立場で対話に臨むということ

は、MSPが守るべき重要な原則である。それだけでなく、

後述するように、平等性はMSPならではの実に多くのメ

リットをもたらす。ここで重要なのは、内閣府（2008）

の定義に示されるように、すべてのステークホルダーが、

権利だけでなく責任も平等に分かち合うという点である。

こうした考え方は、時に片務的な関係になりがちなステ

ークホルダー間の関係を双務的なものとし、相互理解や

建設的な議論、そして協働を導き出すとともに、参加者

のオーナーシップ（当事者意識や主体性）を引き出すう

えでも極めて重要な役割を果たす。

④対話

MSPは、社会的課題の解決に向けたプロセス・イノ

ベーションの一類型である。そして、そのプロセスの

中核となるのが、対話である。先のWageningen

Internationalは、技術的視点や経済的視点だけでは、持

続可能性に係る複雑な課題を解決することはできず、別

の視点、すなわち“双方向性（interactivity）と対話

（dialogue）のパラダイム”が必要であるとする。この

対話のプロセスこそが、多様なステークホルダーによる

学びや共感、協働を生み出し、社会的課題に対する創造

的・革新的な解決策をもたらす。なお、ここでいう対話

は、異なるステークホルダー間で行われるのでなく、各

ステークホルダー・グループ内部での対話も含まれる。

（２）MSPの機能

以下では、上述の基本的な構成要素を前提として、

MSPの機能について整理する。なお、整理にあたっては、

Hemmati, Dodds et al.（2002）や内閣府（2008）、

Wageningen Internationalのほか、MSPの実務に携わ

ってきた著者自身の経験を参考としている。

１）多様性に基づくソーシャル・イノベーション

MSPは、社会を構成する多様なグループをプロセスに

関与させ、課題解決に向けたリソースとして活用するこ

とで、ソーシャル・イノベーションを誘発する。すなわ

ち、MSPは、多様なグループが持つ集団的リソース（資

金、組織、技術、ネットワーク、文化、権威など）はも

ちろん、そこに属する人材が持つさまざまなリソース

（視点、アイディア、才能、専門知識、経験、スキル等）

をプロジェクトに取り入れることで、異分野間の創発的

なコミュニケーションを促進し、新たな社会的価値を生

み出す素地を提供する。しかも、政府が行うヒアリング

や有識者会議と異なり、すべての参加者からオーナーシ

ップを引き出すことができるため、創造的で建設的なコ

ミュニケーションを成立させる。

特に、持続可能な発展を実現するためには、ローカル

な状況に適合した創造的な社会変革は極めて重要であり、

その源泉としての豊かな多様性は不可欠である。MSPは、

社会の多様性を前提としながら、双方向でダイナミック

なコミュニケーションを促進する社会的装置として、持

続可能な社会を支えるソーシャル・イノベーションを誘

発する。

２）対等な参加を通じた責任の共有とオーナーシップ、

実効性あるコミットメント

先に述べた通り、MSPは、すべてのステークホルダー

に、対等な立場での参加と、平等な説明責任を求める。

その結果、MSPは、課題の解決に向けた自らの責任や役

割に関する参加者の意識を高め、強力なオーナーシップ

を引き出すことができる。さらに、参加者は、外部から

の押しつけではなく、当事者としての納得感を持って、

集団的なコミットメント（collective commitment）を
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行うようになる。

また、MSPは、個々のコミットメントの実効性を高め

る。MSPが要請する平等性は、参加者間にある種の双務

的な関係をもたらすため、お互いに自らの取り組みの実

施状況についての説明責任を負うことになる。多くの

MSPの事例では、実際に集団的なレビュープロセスを設

け、お互いの取り組みをモニタリングする仕組みを導入

している。

こうした集団的なコミットメントは、特に“囚人のジ

レンマ”的な状況の打開に大きな力を発揮する。すなわ

ち、各主体が自己利益のみに従って行動した場合、結果

として全員の利益が損なわれるような状況において、す

べての主体が集団的なコミットメントを行うとともに、

非遵守の場合のサンクション（レピュテーションの低下

や枠組みからの除名等）を設定することで、全員の利益

を拡大することができる。

３）ソーシャル・ラーニングによる相互理解と自己発見

MSPにおける対話は、参加者にソーシャル・ラーニン

グの機会を提供する。先のWageningen International

によると、ソーシャル・ラーニングとは、「集団的な学習

プロセスと民主的参加とエンパワメントに基づく、ファ

シリテートされた社会変革」を意味する。参加者は、多

様な情報と視点を交えた双方向のコミュニケーションを

通じて、現状認識を共有するとともに、問題の構造や障

害要因への集団的な理解を深める。また、参加者間に何

らかの対立がある場合には、お互いの立場や価値観に対

する理解を深め、信頼関係を醸成するとともに、互いに

利益をもたらす解決策を探ろうとする姿勢（win-win

attitude）を創出することができる。

しかし、MSPがもたらす学びは、社会や他者に対して

だけ向けられるわけではない。他者からのまなざしの中

で、参加者は、自分自身について学び、変革していくこ

とが求められる。MSPに参加するステークホルダーは、

お互い平等に説明責任を負う。そのため、特に各グルー

プを代表してMSPに参加する者は、絶えず、内部と外部

両面からのまなざしにさらされる。グループ代表として

他者との対話に臨む際には、グループ内部における自ら

の正統性を問われるのである。そのため、各グループは、

内部の意思決定プロセスの民主化を進め、透明で公正な

議論を行いながら、意見の集約を図ることを要請される。

その過程で、グループに属する集団や個人は、グループ

内の他者に対する理解を深め、さらに自己を見つめなお

すことになる。こうした、グループ間、グループ内にお

ける他者との対話や自己発見の連鎖が、参加するすべて

の主体に集団的な学びの機会を与えるのである。

なお、MSPでは、参加者間のコミュニケーションのあ

り方自体も学びの対象となる。対話の実績を重ねるごと

に、お互いのペースや組織としてのくせ
・ ・

への理解が深ま

るため、適切な距離感を保ちつつ、より円滑で建設的な

コミュニケーションを行うようになる。このため、国際

社会で実践されているMSPのプロジェクトの中には、意

識的にメタ・コミュニケーションの手法11を取り入れて

いる事例もある。

４）新たな価値観や行動様式の学習

これもソーシャル・ラーニングの効果のひとつではあ

るが、MSPによるコミュニケーションの中から、参加者

はさまざまな集団的な“気づき”を得て、新しい価値観

や行動様式を学習し、体得するようになる。MSPのこう

した機能が特に大きな力を発揮するのは、持続可能な消

費への転換等、人々のライフスタイルに変革を求める分

野である。

ライフスタイルの変革は、法律による義務づけや財政

的な補助によって促進することもできるが、それが可能

であるのはほんの一部の分野に限られるだけでなく、多

くの場合、義務づけや補助がなくなれば、行動様式は元

に戻る。また、莫大な費用をかけて一般国民向けの啓発

活動を行っても、一方的な知識や情報の伝達では、人々

の考えは変わらない。

一方、MSPは、同じ目的をより内生的なプロセスによ

って達成しようとする。すなわち、他者とのコミュニケ

ーションを通じて、人々は体験や“気づき”を共有する

とともに、社会における自らの役割や責任について理解
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を深め、これから必要とされる新しい価値観や行動様式

を自ら模索するようになる。これは極めて時間と労力を

要するプロセスだが、特に地球環境問題のように、時間

をかけても人々の考えを変えていかなければならない課

題については、政府の広報活動とは比較にならないほど

大きな効果を発揮する。

５）正統性（legitimacy）の獲得

MSPは、その合意内容に強い正統性を与える。特に、

プロジェクトの目的がなんらかの基準やルールの策定に

ある場合に、MSPは大きな成果をもたらす。

MSPでの合意内容は、公開の討議の場で、多様な視点

や専門性、価値観をもった参加者によって、繰り返し話

し合われ、検証され、確認される。直接会議に参加する

代表者だけでなく、背後にいるグループ内の広範な団体

や個人も、このプロセスに間接的に加わり、代表者を通

じてボトムアップの発信を行う。

こうした合意形成のプロセスは、時に多大な時間と労

力を要するが、それによって得られる合意内容の正統性

や信頼感は絶大である。このため、後述のように、

1990年代以降に国際社会に登場した多くの認証基準や

指標の策定プロセスには、なんらかの形で必ずMSPが採

用されている。また、認証基準や指標でなくとも、政府

の政策形成プロセスや企業の事業計画プロセスにMSPに

よる検討の場を設けることで、それらの政策や事業に対

するステークホルダーの理解は格段に向上する。

持続可能性に関連した高度に複雑な課題の解決にあた

っては、多くの場合、政府は、十分な実効性を持って自

らの決定を執行する力を持ち合わせていない。MSPを通

じて、政府は広範なステークホルダーの理解と支持を獲

得し、政策の実効性を高めることができるのである12。

６）マイノリティのインクルージョンとエンパワメント

MSPは、原則として、関係するすべてのステークホル

ダーの参加を求める。特に、既存の統治構造においては

十分に意見や利益が反映されないグループを巻き込むこ

とで、彼らの利益を擁護するとともに、エンパワメント

の機会を与えることができる。

後に述べるように、MSPは、代議制民主主義や政党政

治とは異なる、“ステークホルダー・デモクラシー”とも

いうべき新しい民主主義の類型を志向している。多くの

場合、ステークホルダー・デモクラシーは既存の統治シ

ステムを補完する副次的な役割を果たすが、途上国にお

ける開発プロジェクトなど、既存のシステムが十分に機

能しない状況では、むしろMSPがマイノリティの利益擁

護に大きな役割を発揮する。特に、MSPは、ステークホ

ルダーのダイバーシティを非政党政治的なフォーラムに

持ち込み、何がその地域にとって最善で、それをどのよ

うに達成するのかを検討する基盤でもある13。

また、有能なファシリテーターが介在すれば、MSPは、

マイノリティ・グループに極めて効果的なエンパワメン

トの機会を提供する。すなわち、MSPへの参加の過程で、

先述のようなソーシャル・ラーニングのプロセスを通し

て、当該グループ内で民主的な討議が行われ、ネットワ

ーク化や組織化が進行する。さらに、他のグループとの

対等な関係の中で意思表明することは、グループ全体や

そこに属する個人にとって大きな自信となる。

（３）新たなMSPの定義

以上論じてきたようなMSPの構成要素や機能を総合

し、本稿においては、MSPを以下のように定義する。

マルチステークホルダー・プロセス（MSP）とは、

関連するすべてのステークホルダーが参加すること

を通じて、特定の課題についてのソーシャル・イノ

ベーションを目指す、意思疎通と意思形成のプロセ

スであり、かつ、そこにおいては、すべてのステー

クホルダーが、i）対等な立場で参加し、平等に説明

責任を果たすとともに、ii）他者との対話を通じた相

互理解と自己発見を繰り返し、iii）オーナーシップ

をもって創造的な解決策を共有する。

Multi-stakeholder Processes (MSPs) are

processes of communication and decision-

finding which aim to achieve a social

innovation on a particular issue through the
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participation and inclusion of all relevant

stakeholders, where all of them i) are equally

involved and accountable, ii) experience

continuing processes of mutual-

understandings and self-findings through

dialogue with others, and iii) share innovative

solutions while taking ownership of them.

この定義は、先に紹介した3つの定義における平等性

や対話、ソーシャル・ラーニングといった要素を取り入

れ、より包括的にMSPを捉えるとともに、オーナーシッ

プやソーシャル・イノベーション等の新しい要素を加え

た。

後に述べるように、今後、我が国では、ステークホル

ダー間の利害調整や正統性といった要素が少しずつ比重

を低下させ、多様性に基づくソーシャル・イノベーショ

ンの要素が、より純化した形で現出するのではないかと

思われる。上記の定義は、そうした新時代のMSPに対応

した概念として構成したものである。

ここでは、国際社会で実践されてきたいくつかのMSP

の代表例について概説するとともに、内閣府（2008）

を参考にしながら、試論的な類型化を行う。

（１）MSPの実例

参考1に掲げたプロジェクトは、先行研究でMSPの実

践例として挙げられている代表的な事例である14。ここ

に挙げられているのは、国際レベルで行われた大規模な

枠組みが中心であるが、個々の国や地域のレベルでは、

より多様なMSPが実践されている15。また最近では、国

の持続可能な発展戦略の策定プロセスの一環としてMSP

が活用される例も増えてきている16。

以下、これらのうち、いくつかの代表的なプロジェク

トについて概説する。

参考１　国際社会におけるMSPの実践例

・Aarhus Convention Process

・Beijing+5 Global Forum

・CSD Multi-stakeholder Dialogues

・Environment Council: Brent Spar Dialogue

Process

・ETI（Ethical Trading Initiative）

・European Multi-stakeholder Forum on

CSR

・Finance for Development Civil Society

Hearings

・FLO（Fairtrade Labeling Organizations

International）

・FSC（Forest Stewardship Council）

・GRI（Global Reporting Initiative）

・ISO26000

・Local Agenda 21 Process A

・Multi-stakeholder Dialogues at the 8th

Informal Environment Ministers Meeting,

Bergen

・MSC（Marine Stewardship Council）

・Novartis Forum Events

・OECD/Biotechnology

・SAI（Social Accountability International）

・Sustainable Agriculture Network

・UN Global Compact

・UN Principles for Responsible Investment

・WBCSD/I IED Mining, Minerals and

Sustainable Development

・WBCSD/IIED Paper Initiative

・WB GEF Country Dialogue Workshops

Program

・WB World Development Report

・WCD（World Commission on Dams）

・WHO European Health and Environment

Conference

4 MSPの実例と類型
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１）CSD（ UN Commission on Sustainable

Development）

CSDは、アジェンダ21の理念を体現するため、

1993年に国連経済社会理事会の下に設置された委員会

である。具体的には、アジェンダ21の実施状況をモニタ

リングするとともに、NGO等の外部主体との対話を促進

し、経済社会理事会を通じて国連総会に勧告を行う権限

を有している。特にMSPとの関連では、国連のあらゆる

プロセスにMajor Groupsが関与する枠組みを構築する

使命を負うとともに、CSD自体も、パイオニアとして積

極的にMSPの実践に取り組んできた。

具体的には、1994年にCSDにおけるNGOの参加を

促すためのNGO運営委員会を設置したほか、1998年以

降は、産業、ツーリズム、持続可能な農業、エネルギー

と運輸といった個別テーマについて、産業界、NGO、労

働組合、地方政府、農業生産者等から構成されるマルチ

ステークホルダー・ダイアログ（MSD）を開催してきた。

２）ブレントスパー事件の解決における T h e

Environment Councilの活動（シェル・ブレント

スパー・プロジェクト）

ブレントスパーは、1976年に北海に設置されたシェ

ル石油所有の採掘施設であるが、91年に老朽化を理由に

廃棄が決定された。ところが、有毒物質や放射性物質を

含んだ施設を沿岸に沈めるというシェル石油の計画を英

国政府が許可したことに国際NGOグリーンピースが猛反

発し、メディアを巻き込む派手な抗議活動が展開された。

これをきっかけに、市民からの反対運動が盛り上がり、

ついには沿岸諸国政府を巻き込んだ外交問題にまで発展

した。結局、シェル石油は施設の海洋投棄を諦め、解体

して別目的（フェリー用埠頭の基礎部分）に再利用する

ことで合意し、問題は沈静化した。

この過程で大きな役割を果たしたのが、ロンドンに本

拠地を持つNGO、The Environment Council（EC）で

ある。ECは、シェル石油の依頼を受けて、国、地方政府、

NGO、学者、技術者等を巻き込み、沿岸諸国の都市で累

次にわたるダイアログを開催した。「ダイアログに参加す

る人は、必ず支持者の意見を代表し、支持者への報告を

行うとともに、ダイアログのプロセスにその考えをフィ

ードバックしなければならない」というルールのもと、

参加者の決定はステークホルダーに委ねられた。ECはこ

うしたMSPのダイアログを積み重ね、最終的にステーク

ホルダーが支持できる6つの解決策をシェル石油に提示

し、この中から、シェル石油が最終決定を行った。

３）GRI（Global Reporting Initiative）

GRIは、組織による持続可能性報告についての枠組み

の開発を目的とした、国連環境計画（UNEP）公認の国

際非営利団体である。1997年に、CERES（Coalition

for Environmental Responsible Economies）が主体

となり、UNEP等の協力を得てGRIプログラムを開始し

た。2000年に「GRI持続可能性報告ガイドライン」の

第一版を公表して以降、2010年5月現在までに3回の改

訂を重ね、現在では、企業のCSR報告書やサスティナビ

リティ報告書のグローバルスタンダードとして広く受け

入れられている。

GRIは、学者、企業、NGO、投資家、労働者、政府等

12分類のステークホルダーの広範な参加を得て、ガイド

ラインの策定・見直しを進めているほか、50名ほどのス

テークホルダー代表から構成されるステークホルダー評

議会が最高決定機関である理事会に対して、戦略的・政

策的観点から勧告を行う等、そのガバナンスの中に積極

的にMSPを取り入れている。

４）グロバールコンパクト（UN Global Compact）

グロバールコンパクトは、アナン前国連事務総長の提

唱により、2000年に発足した、企業のための自発的イ

ニシアティブである。参加企業は、責任ある企業市民と

して、人権、労働、環境の分野における10の原則を事業

活動に組み入れることを約束する。

グロバールコンパクトは、事務局と5つの国連機関の

ほか、政府、企業、労働者、市民社会といったステーク

ホルダーのネットワークで構成され、世界中から1,300

以上の企業（2004年4月現在）、国際労働団体、市民社

会の組織が参加している。10の原則は、MSPによる長
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期にわたる協議の末に合意された。

５）森林管理協議会（FSC（Forest Stewardship

Council））

FSCは、持続可能な森林管理に関するラベル認証スキ

ームを提供する非営利ネットワークである。森林が環境

や地域社会に配慮した持続可能な形で管理されているこ

とを認証する「森林管理認証（Forest Management

Certification）」と、加工流通過程でそうした森林から産

出された木材を使用した製品であることを認証する

「CoC認証（Chain of Custody Certification）」の2つ

がある。認証を受けた木材や木材製品には、FSCのロゴ

マークの貼付が許可される。

参考２　GRIの機構

出所：GRIウェブサイト17を参考に著者が作成

参考３　FSCの機構

出所：FSCウェブサイト18を参考に著者が作成



政策デザインと合意形成　～その来歴と行方～

120 季刊 政策・経営研究　2010 vol.3

FSCの最高決定機関である総会や理事会の構成員は、

企業や業界団体等から構成される「経済グループ」、森林

の社会的有用性や環境的側面を体現するNGOや学術機関

から構成される「社会グループ」および「環境グループ」

のそれぞれから選出されている。

６）国際標準化機構（ISO（International Organization

for Standardization））

ISOは、2010年に発行が予定される、組織の社会的

責任ガイダンス規格（ISO26000）の策定過程において、

ISO規格として初めて本格的なMSPを採用した。具体的

には、規格策定作業の中核を担う社会的責任ワーキング

グループが、各国の政府、産業界、消費者、労働者、

NGO、研究者等の6つのステークホルダーから選ばれた

専門家により構成される。また、各国ごとに設置するミ

ラー委員会（国内委員会）も、同様に6分類のステーク

ホルダーから選出された委員によって構成されている。

７）欧州マルチステークホルダー・フォーラム

（European Multi-stakeholder Forum on CSR）

2000年の欧州理事会で策定された「リスボン戦略」

において、戦略目標の達成のための新たな手法として

CSRの促進が謳われたことを受け、欧州委員会は2002

年に、CSRツールの透明性や統一性の促進等を目的とし

てマルチステークホルダー・フォーラムを設置した。

同フォーラムは、商業ネットワーク、経営者団体、労

働組合、市民団体の4つのカテゴリーからの代表者によ

り構成され、約1年半の討議を経て、2004年6月に

CSR促進に向けた勧告を策定。2006年以降は定期的な

レビュー会合を開催している。

（２）MSPの類型

MSPは、それが扱う課題、目的、参加者、レベル（国

際、国、地域）、期間（単発のイベントか恒久的な枠組み

か）、政府の意思決定とのリンクといった点で、極めて多

種多様な形態が世界各地で実践されている19。

以下では、内閣府（2008）に基づきながら、当該プ

参考４　欧州マルチステークホルダー・フォーラムの機構

出所：欧州委員会資料を参考に著者が作成
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ロジェクトがMSPによって達成しようとする主な目的が

何であるか、という観点から、MSPの類型について試論

的な整理を行う。なお現実には、ひとつのプロジェクト

が複数の側面を有する場合がほとんどであり、また、以

下の類型も決して網羅的ではない。

１）利害調整型

特定のプロジェクトの実施方法等を巡り、ステークホ

ルダー間で大きな利害対立がある場合に、MSPを通じて

妥結点を模索するもの。シェル・ブレントスパー・プロ

ジェクトが典型例であるが、途上国における大型開発プ

ロジェクトに際する環境影響評価等にも数多く活用され

ている。特定プロジェクトとの関連で実施されるため、

比較的、目的や争点も明確であり、関係するステークホ

ルダーも特定しやすい一方で、切迫した利害対立を抱え

ている場合も多く、ファシリテーターの果たす役割は非

常に大きい。

２）コミットメント形成型

取り組みを行う当事者の参加を得て、自発的なコミッ

トメントを引き出すことを主眼とするもの。グローバル

コンパクトや責任投資原則（ Principles for

Responsible Investment）等の国連のプロジェクトが

典型例である。また、後に紹介する、我が国の「社会的

責任に関する円卓会議」もこの類型に属する。

３）基準・ルール策定型

ステークホルダーの行動を規律する基準やルールの策

定を目的としたもの。国際フェアトレード基準、FSC森

林認証基準、MSC漁業認証基準、GRI持続可能性報告ガ

イドライン、SA8000認証基準、組織の社会的責任ガイ

ダンス規格（ISO26000）等、多くの認証基準や規格、

ガイドラインの策定に広く用いられている。MSPの活用

により、基準やルールに幅広い正統性や信頼性が与えら

れる。

４）政策提言型

政府や国際機関に対する政策提言を目的とするもの。

欧州マルチステークホルダー・フォーラム等がこれに該

当する。政府や国際機関からの諮問を受け、それに対す

る勧告や答申という形を採る場合もあれば、全く独立し

た立場で独自の提言を行う場合もある。

５）調査研究型

対立や紛争の前提となっている事実認識の共有化を図

るため、ステークホルダーが共同で調査研究を実施する

もの。ただし、調査研究だけを目的としたMSPは少なく、

具体的なアクションも含めたプロジェクトの前提ないし

一環として活用される場合が多い。

1990年代以降、MSPはグローバルガバナンスのあり

方にさまざまな影響を及ぼしてきた。また、企業や市民

セクター、そして政府等、個々のステークホルダーのあ

り方にも問いを投げかけ、時には変質を迫ってきた。以

下では、国際社会においてMSPが果たしてきた役割や限

界について、いくつかの側面から私見を論じる。

１）持続可能な社会を支えるガバナンス

MSPの第一の意義はやはり、アジェンダ21の要請通

り、新たなガバナンスのあり方として、持続可能な発展

の実現に向けた取り組みを支えてきたことである。すで

に見てきたように、MSPは国際機関の意思決定プロセス

やさまざまな基準やルール作り、開発プロジェクトの実

施プロセスにも導入され、多種多様な課題の創造的な解

決に貢献してきた。こうした経験は、しだいに国際機関

や各種ネットワークに蓄積され、ノウハウも多様化・洗

練されてきている。

２）新しい市場規制の形

1990年代以降、MSPは、国際社会における各種の市

場のルールづくりに活用されてきた。特に、エコラベル

やソーシャルラベル等の持続可能な消費に関する認証規

格や、CSRに関連した各種の基準や指標づくりには、必

ずと言っていいほどMSPが用いられている。その代表例

は、国際フェアトレードラベル機構（FLO）における国

際フェアトレード基準、森林管理協議会（FSC）におけ

る森林認証基準、海洋管理協議会（MSC）における漁業

認証基準、グローバル・レポーティング・イニシアティ

5 MSPの社会的意義
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ブにおける持続可能性報告ガイドライン、SAIによる

SA8000認証基準、国際標準化機構（ISO）による組織

の社会的責任ガイダンス規格（ISO26000）等である。

Haufler（2003）は、政府が民間を規律する二項対立

的な米国型のガバナンスのあり方に対し、1990年代以

降出現した新しいガバナンス形態を、「市場の社会規制

（social regulations of the market）」と呼んで区別し

ている。具体的には、市場を規律するルールや基準の制

度設計、モニタリング、エンフォースメントに関与する

主体が誰か、という点に着目して、これらを「伝統的規

制」、「共規制」、「業界の自主規制」、「マルチステークホ

ルダー規制」に分類した。「伝統的規制」は、政府や政府

間組織が行う通常の規制で、「共規制」は、民間セクター

が基準策定を、政府が非遵守者への制裁を担う等の形で

展開されるより市場親和的な規制である。「業界の自主規

制」は、民間セクターが自ら技術的な基準やベストプラ

クティスを作成するもので、特に新技術の開発等に関す

る基準に用いられてきたが、1990年代以降は、環境や

社会に配慮した企業の自主行動基準（codes of

conduct）等にも応用されるようになった。

そして、策定過程やモニタリングのプロセスにMSPを

用いた規制が、「マルチステークホルダー規制」である。

このタイプの規制は、MSPを通じて幅広い正統性を獲得

するだけでなく、その多くは、第三者認証を前提に、商

品や投資先の選択を行う消費者や投資家をエンフォーサ

ーとして組み込むことで、市場のインセンティブを最大

限活用している20。

先に見た通り、企業活動のグローバル化や規制の引き

下げ競争が進む中で、「伝統的規制」や「共規制」等政府

の存在を前提とした規制の実効性は低下した。一方、「業

界の自主規制」には外部的な統制が働かない。こうした

状況下で、グローバル化時代の市場規制は、ある種の

“民主主義の赤字”の問題を抱えていた21。1990年代以

降、数多くの市場規制の策定プロセスにMSPが用いられ

たのは、これまでと違った形の民主的統制を求めるこう

した要請が背景にあったものと考えられる。まさに、

MSPの源流たるグローバルガバナンスのひとつの姿を示

していると言えよう。

３）CSRとMSP

MSPの発展は、ほぼ同時期に起こったCSRの世界的

隆盛と、さまざまな側面で密接に関係している。

①CSRの市場経済への統合

第一に、MSPはCSRが市場経済の中に統合されてい

く過程で大きな役割を果たしてきた。

企業に社会的責任を問う考え方や運動自体は、各国そ

れぞれの文脈の中で、古くから存在していた。しかし、

CSRへの評価が、たとえば消費行動や投資行動を左右す

る形で、市場経済の中に組み込まれたのは1990年代以

降の現象である。

この頃から、国際NGOは、マスメディアやインターネ

ットを駆使して、グローバル企業による環境汚染や人権

侵害の現実を、消費者や投資家に直接訴えかけるように

なった。グローバルな市民社会によるネガティブキャン

ペーンや法廷闘争に直面して、時に企業は深刻なレピュ

テーション・ダメージを受け、売り上げや株価は著しく

低下した。一方、グローバル企業の側の戦略も変わって

きた。過剰で非効率な政府規制の強化を招くよりも、自

ら市民社会と向き合い、適応していくことを選び始めた。

こうしたグローバル企業と市民社会との関係を、経済

的なインセンティブを活用して市場経済の中に制度化し

たのが、先に見てきたさまざまな認証規格や評価指標で

ある。すなわち、これらの規格や指標を通じて、企業活

動の情報が比較可能な形でステークホルダーに提示され、

消費選択や投資選択に活用される。CSRに積極的に取り

組む企業は、商品や株式の購入を通じて、ステークホル

ダーから正当に評価されるという好循環が生まれるよう

になる。そして、先に見てきたように、こうした規格や

指標にソフトロー22としての正統性を与えてきたのが、

ほかならぬMSPであった23。

②CSRからマルチステークホルダーへ

第二に、MSPは、CSRに継ぐ、企業とステークホル

ダーの関係性のあり方を提示している。すでに見た通り、
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MSPの重要な要素は平等性である。課題に関係するすべ

てのステークホルダーが対等な立場でプロセスに参加し、

意見を述べ合う。特定のグループが意図的に排除される

ことは許されないことはもちろん、参加する以上は平等

に説明責任を負う。

実はこの点で、MSPとCSRではステークホルダーの

構図の捉え方が異なる。CSRでは、企業を中心に置き、

その活動に利害関係を持つ個人や集団をステークホルダ

ーとして捉える。そこでの責任主体はあくまで企業であ

り、ステークホルダーは企業に片務的に責任を求める存

在である。一方、MSPにおいて中心に置かれるのは、特

定の主体ではなく社会的課題であり、各ステークホルダ

ーは課題解決に向けた平等な責任を負っている。これを

個々のステークホルダーの視点で捉えると、お互いがお

互いにとってステークホルダーであり、相互に説明責任

を負う双務的な関係が成立していることとなる。特に

MSPは、それぞれ単独では十分に能力を発揮できず、お

互いがお互いのリソースを必要とする主体が、協働して

課題を解決していくために考案されたスキームでもある。

グローバル化にともなう社会問題の顕在化を背景に、

1990年代後半以降、世界規模でCSRへの関心が高まっ

た。しかし、企業を中心に責任概念を構成するCSRの考

え方は、こうした社会問題に対する問題提起としては重

要であるものの、それだけでは持続的な運動にはつなが

らない。企業がCSRに本気で取り組めば取り組むほど、

ステークホルダーとの双務的な関係を構築することなし

に成果を挙げることは困難になるからである。

たとえば、企業が継続的に環境問題に取り組むには、

消費者がそうした企業の製品を購入し、これを支えるこ

とが不可欠であるし、持続可能なライフスタイルを広め

るうえで消費者に身近なNPOや消費者団体が果たす役割

は大きい。

先述の通り、そもそも国連がマルチステークホルダー

の考え方を打ち出した背景には、政府中心の伝統的アプ

ローチの限界についての認識があった。しかし、限界を

抱えているのは当然政府だけではない。企業も真空状態

では役割を発揮できないのである。こうした限界を乗り

越えるガバナンスの形こそが、MSPにほかならない。

もちろん、CSRという概念や運動自体はこれからも残

るであろう。しかし今後企業の社会的取り組みがさらに

深化するためには、マルチステークホルダーによる関係

構築に軸足を移すことが不可欠である。

４）市民社会の参加と変化

MSPの源流がグローバルガバナンスを巡る構造転換に

あるとすれば、その主要プレーヤーのひとつである市民

セクターにとって、MSPは格別に大きな意味を持ってい

る。

まず、MSPは公共の意思決定プロセスへの市民セクタ

ーの参加を強化し、制度化する役割を果たしてきた。こ

れまで会議場の外側から、市場経済の外側から声を上げ

てきた市民セクターは、MSPを通じて政府や国際機関と

同じテーブルにつき、対等な立場で政策やプロジェクト

の策定に関わるようになった。

一方、以下に述べるように、MSPとの関係で、市民セ

クター自身のあり方も徐々に変わってきた。

①多様な関わりの模索

第一に、アクティビスト的な関わり以外にも、市場や

他のセクターに対するさまざまな関わり方が模索される

ようになった。まず、MSPという意思決定の枠組みその

ものを提供するNGOが誕生してきた。持続可能性報告ガ

イドラインの枠組みを提供するGRIやシェル・ブレント

スパー・プロジェクトで活躍したThe Environment

Councilはその典型である。また、多くのNGOが、MSP

を通じて国際的な基準やルールづくりに参画することで、

市場経済の外側からではなく、内側から影響力を及ぼす

戦略を採るようになった。

②セクター内部のガバナンスの変化

先に述べた通り、MSPへの参加者は、他者からのまな

ざしの中で自らを見つめ直し、変革していくことが求め

られる。市民セクターも例外ではない。特に、MSPへの

参加を通じ、市民セクター内部のガバナンスのあり方に

変化が生じ始めている。
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MSPへの参加者は、原則としてステークホルダー自身

によって選出される。選出にあたって各グループは、で

きるだけ透明で開かれた公正な過程を経ることが求めら

れる。しかし、多くの場合、市民セクターは、産業界等

他のセクターに比べ組織化が進んでいない。そのため、

MSPへの参加にあたり、市民セクターでは、新たに代表

選出や意見集約を行うための自主的なネットワークを形

成することとなる。

たとえば、後述する「社会的責任に関する円卓会議」

やISO26000の策定過程への参加にあたって、我が国の

NPO・NGOグループは、2008年5月に「社会的責任向

上のためのNPO／NGOネットワーク」（通称NNネット）

を設立し、MSPに向けた意思集約を図るための基盤を構

築した。

しかし、市民セクター内には、こうした動きに対する

懸念も存在する。たとえば、MSPの枠組みに組み込まれ

ることで、市民セクターとしての自立性が損なわれるの

ではないかという懸念や、市民セクター内部での意見集

約を進めるあまり、グループ内の多様性が失われるので

はないか、という懸念である。特に後者は、多様性を存

在意義のひとつとする市民セクターにとって大きな問題

である。市民セクターには、MSPのプロジェクトを成功

させることと、自らの多様性を維持することとのバラン

スが求められるのである24。

ただし実際には、MSPへの参加は、懸念する方向とは

逆の効果も生じさせる。ステークホルダーの代表として

の正統性を外部に示すため、グループの多数派は少数派

とのコミュニケーションを密にし、彼らの意見に耳を傾

ける姿勢が求められるからである。現に、NNネットでは、

「代表協議者ガイドライン」を定め、代表に付与される権

限の範囲や責任について取り決めを行い、意思形成・発

信の透明性を高めている。また、全国各地でオープンな

会合を頻繁に開催し、これまでコミュニケーションのな

かった団体や個人との対話に積極的に取り組んでいる25。

MSPは、対話を通じて異なるステークホルダー間の相

互理解を促進するだけでなく、そうした外部の“他者”

との対話を通じて、各主体が“自己”を見つめ直し、内

部の“他者”への理解を深める機会を与えるのである。

５）民主主義の赤字とステークホルダー・デモクラシー

先に述べた通り、MSPは国民国家を主体とするグロー

バルガバナンスの綻びをひとつの源流として登場した。

裏返して言えば、MSPは、「グローバルな主体の間で権

力がどのように共有されているのか、されるべきなのか、

という根源的な問題提起」26を行っているのである。

そこからさらに進んで、グローバル社会における“民

主主義の赤字”を解消する新しい可能性を示すものとし

て、MSPを積極的に捉える動きもある。それが、“ステ

ークホルダー・デモクラシー”という考え方である。たと

えばBäckstrand and Saward（2004）は、2002年

のヨハネスブルグ地球サミットにおけるMSPの実践に着

目し、グローバルガバナンスの民主化に果たすステーク

ホルダー・デモクラシーの可能性について論じている27。

参考５　「社会的責任向上のためのNPO／NGOネットワーク」設立趣意書（抜粋）

日本国内においても政府機関、産業界、労働界などで「組織の社会的責任」への関心が高まりを見せており、政府、

市場、市民社会が互いの役割を果たしながら総体として社会的課題を解決する「新しい公」の具体的な形として、社

会的責任に関するマルチ・ステークホルダーの円卓会議を立ち上げようとする動きが見られます。（略）

しかし、NPO／NGOが社会の一員（ステークホルダー）としてこのようなプロセスに意見を反映させることを考え

たとき、ネットワークとして他のセクターと対話する態勢はまだまだ弱いのが現状です。この新しいステージの社会

的役割を本格的に果たすためには、志を持つ広範なNPO／NGOの組織的参加による開かれたネットワーク組織を設立

することが必要です。
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先に見た国際的な市場規制の策定プロセスに果たすMSP

の役割等も、ステークホルダー・デモクラシーの可能性

を示す一例として位置づけられよう。

しかし一方で、MSPないしステークホルダー・デモク

ラシーは、既存の統治システムとの間で、深刻な懸念や

矛盾を抱えている。MSPの参加者が、いかに透明で民主

的なプロセスを経て選出されたものであったとしても、

憲法に基づいて広く国民によって選出されたものではな

い。たとえある特定の課題についてMSPが優れて活発な

参加を促し、人々をエンパワメントするものであったと

しても、その課題を越えて、長期的にその国なり地域の

運命を決めていくのは、やはりそこに固有の民主制度で

しかない。こうした理由から、MSPはあくまで既存の統

治システムの補完物であるべきであり、決して代替すべ

きものではないとの主張もなされている（Hemmati,

Dodds et al., 2002, p.36）。MSPがその一線を越えた

場合、それは新たな“民主主義の赤字”を誘発する恐れ

さえある。特に、グローバルなプレーヤーが主体となっ

て定めた基準やルールは、ローカルなガバナンスと抵触

し、途上国の地方政府が自ら規制体系を構築し、実施す

る能力を蝕む恐れもある28。

もちろんMSPに対するこうした懸念は、MSPそのも

のというより、グローバルな市民社会や企業、そして各

国政府といった主体の「“新しい”役割や責任に関する不

確実性」29に根差しているとも言える。MSPは、グロー

バルガバナンスを巡る新しい権力のあり方についてひと

つの問題提起を行うものではあるが、根源的な問題の解

決までには、未だ多くの議論の余地が残されている30。

我が国においても、まだ数は多くないが、国、地域そ

れぞれのレベルで、MSPを実践しようという動きが広ま

ってきている。そうした試みのひとつが、「社会的責任に

関する円卓会議」（以下、「円卓会議」）31である。円卓会

議は、国レベルで初めての本格的かつ包括的なMSPであ

る。以下では、円卓会議の発案・創設に携わった著者の

経験を踏まえ、発足までの経緯やMSPとしての特徴等に

ついて述べる。

（１）発足までの経緯

円卓会議に関する検討は、安倍内閣のもとで、2007

年6月に閣議決定された「長期戦略指針『イノベーショ

ン25』」に遡る。同指針は、社会システムの変革戦略の

一環として、法令や規制の枠組みを越えた企業等の自主

的な取り組みを促す環境の整備を目的として、円卓会議

を開催することを規定した。また同時期に、国民生活審

議会においても同趣旨の提言32がなされたほか、福田内

閣が主導した「生活安心プロジェクト」でも検討が深め

られ、改めて円卓会議の設置が決定された33。

こうした政府内での議論の進捗を受け、2008年5月

に、各ステークホルダーの実務担当から構成される準備

委員会が設置され、円卓会議の具体的な制度設計が始ま

った。準備委員会は、計5回にわたる審議を経て、円卓

会議の設立趣意書案や運営規約案を取りまとめた。最終

的に、内閣総理大臣を含め、それぞれのステークホルダ

ーの代表が設立趣意書に合意する形で、2009年3月に、

円卓会議が正式に発足した。

（２）円卓会議の目的と機構

１）円卓会議の目的

円卓会議の主眼は、政府だけでは解決できない社会的

課題に対して、広範な主体が補完し合いながら、協働し

て自ら解決にあたるための新たな“公”の枠組みを提供

することにある。具体的には、各主体が自ら選んだ代表

が参集し、対話を通じて情報や認識を共有するとともに、

協働に向けた各主体の役割についてコミットメントを行

う。

円卓会議は、こうしたプロセスを通じ、安全・安心で

持続可能な社会の実現に向け、広範な主体の協働を推進

するとともに、組織の社会的責任を促進する環境を整備

することを目的としており、その達成手段として、各主

体の総合的なアクションプランとなる「安全・安心で持

続可能な未来への協働戦略」を策定することとしている。

6 我が国における実践
～「社会的責任に関する円卓会議」～
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２）円卓会議の機構

円卓会議は、高次のコンセンサス形成と審議の専門性

を両立するため、総会と部会の二部構成を基本としてい

る。部会には、審議事項に応じ、専門的な検討を行うた

め、ワーキンググループが設置される。また、各ステー

クホルダーの実務担当が共同で運営を担う運営委員会が、

部会審議等を補佐している。

（３）円卓会議の特徴

１）ステークホルダーによる共同設置

円卓会議の特徴のひとつは、、事業者団体や消費者団体、

労働組合、NPO・NGO、そして行政等各ステークホル

ダーの代表が設立趣意書に連名で合意することにより、

共同で設置されたということである。

こうした共同の考え方は、円卓会議のさまざまな部分

に徹底されている。たとえば、発足準備の段階では、各

ステークホルダーの実務担当が参加した準備委員会で制

度設計がなされた。円卓会議は、まさに構想・創設の段

階から、そのプロセスにMSPを取り入れ、実践してきた

のである。また、発足後も、言わば各ステークホルダー

の共同事務局である運営委員会が、従来行政が担ってき

た会議の運営を担っている。

２）対等な立場でアクションプランを議論

政府が設置する通常の有識者会議や審議会等では、政

府が設定した議題に対し有識者が提言を行い、その成果

は主に政府の政策に活かされる。そこでは、政府以外の

ステークホルダーは、あくまで政策の客体にすぎない。

それに対して円卓会議では、政府も含めすべてのステ

ークホルダーが当事者として対等な立場で参加する。扱

う議題も参加者が話し合って決めるほか、すべてのステ

ークホルダーのアクションが議論の対象になる。この点

で、円卓会議はMSPの理念を極めて純粋な形で体現して

いる。

３）ボトムアップによる参加

政府が設置する審議会等の委員は、通常、個人として

政府から任命を受けた学識経験者等で構成される。それ

に対して円卓会議の委員は、原則としてステークホルダ

ー自身によって選出される。ここでも円卓会議は、MSP

の理念を純化した形で体現している。

選出にあたって各グループは、できるだけ透明で開か

れた公正な過程を経ることが求められるため、円卓会議

の外側に、委員選出に向けた自主的なネットワークを形

成することとなる。先に紹介した市民セクターによるNN

ネットも、こうした要請に応えるために設立されたもの

だが、同じような動きは、多かれ少なかれ他のステーク

ホルダーにも見られる。たとえば消費者団体は、全国消

費者団体連絡会のもとに連絡会議を設置し、参加に向け

参考６　円卓会議の機構

出典：円卓会議ウェブサイト34
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た意見の集約や準備を行っている。金融セクターについ

ても、銀行、証券、保険等の業態を越えた連携の動きが

見られる。

円卓会議で行われた議論は、こうしたネットワークを

通じて各グループに還元され、グループ内の団体や個人

の活動に活かされるほか、最終的には、そうした団体や

個人の活動を通じて、一般の人々の価値観や行動様式に

変革をもたらすことも期待される。

（４）政権交代と円卓会議

円卓会議は、2009年3月の発足以降、同年8月までの

短期間に、2回の総会、3回の総合戦略部会、7回の運営

委員会を開催し、協働戦略の策定に向けた作業計画を合

意した。この作業計画に基づき、「ともに生きる社会の形

成」、「地球規模の課題解決への参画」、「持続可能な地域

づくり」、「人を育む基盤の整備」のそれぞれをテーマに

した4つのワーキンググループが設置された。

しかし翌9月に、自民党・公明党連立政権が崩壊し、

政権交代が実現した際に、円卓会議の活動は事実上休止

状態に追い込まれた。ここで問題となったのは、円卓会

議に対する政府の関わりである。新政権は、旧政権下で

参考７　審議会等と円卓会議の違い（１）

出典：円卓会議ウェブサイト

参考８　審議会等と円卓会議の違い（２）

出典：円卓会議ウェブサイト
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官邸や内閣府に設置された政策会議をすべて見直し、そ

のほとんどを廃止した。円卓会議も、こうした見直しの

俎上に乗ったことは想像に難くない。

しかし、円卓会議の活動が休止していた間も、政府以

外のステークホルダーは非公式の準備会合を何度も開催

し、ワーキンググループの運営について自主的な検討を

続けた。このようなステークホルダーの主体的な関与は、

およそ、これまで政府が設置してきた有識者会議には考

えられない。発足後の活動時間は極めて短かかったが、

その間に各ステークホルダーには強いオーナーシップが

形成され、たとえ政府が不在であったとしてとも、自ら

の手で新しい公共を作っていくという強い意志が生まれ

ていたのである。

こうしたステークホルダーの姿勢に呼応するように、

新政権の中にも円卓会議に対して理解を示す者が徐々に

増え、他のセクターとのコミュニケーションをとり始め

た。そして2010年2月22日には、仙谷内閣府特命担当

大臣（「新しい公共」担当、当時）が円卓会議の主要メン

バーと会談し、政府の参加の継続を正式に表明した。同

年５月12日には、鳩山総理大臣（当時）も出席のもと、

総会・総合戦略部会の合同会合が開催され、協働戦略の

策定に向けた作業計画が改訂されるとともに、ステーク

ホルダーが自ら作り上げた「『私たちの社会的責任』宣言」

が合意され、「消費者・市民教育」と「“地域円卓会議”

の全国展開」に関する協働プロジェクトの実施も決まっ

た。また、政府の側からは、政権が進める「新しい公共」

プロジェクトの一環として円卓会議を位置づけ、さらな

る協働を推進していく意思が表明された。

活動休止から半年を経て、円卓会議は、さらに強力な

エネルギーをもって再始動したのである。

円卓会議を通じたステークホルダーの共通体験は、今

後、我が国におけるMSPの浸透に大きな役割を果たすも

のと予想される。早くも一部の地域では、円卓会議の動

向等に呼応して、地域レベルでMSPを実践する動きも出

てきている。また、新政権下における円卓会議再始動ま

でのステークホルダーの主体的関与は、MSPという新し

い手法が、我が国においても大きな可能性を秘めている

ことを証明しているように思える。

今後、こうしたMSPの考え方が、各地域、各産業、各

企業、各NPO等、さまざまな場面に浸透し、持続可能な

社会づくりに向けた取り組みに活用されることが期待さ

れる。

一方で、こうした動きに加え、今後は、さらに新しい

タイプのMSPが出現する可能性があると考えている。よ

りソーシャル・イノベーションの要素に重きを置いた、

“小規模・分散・課題解決型”のMSPである。

（１）ステークホルダーを巡る変化

１）“大きなステークホルダー”の曖昧化

すでに論じてきたように、1990年代に登場したMSP

は、国民国家を基礎とするグローバルガバナンスの綻び

から誕生した。そこでは、企業、NGO、労働組合、消費

者等、国家以外のプレーヤーの役割がクローズアップさ

れ、国家に並ぶ大きなステークホルダーを単位とした組

織化やネットワーク化が進んできた。しかし、近年、こ

うした大きなステークホルダーの内部で変化が生じつつ

ある。

消費者というステークホルダーひとつとっても、モノ

の所有に重きを置く画一的な消費のスタイルから、自ら

積極的に価値を創造する多様な消費スタイルへの転換が

始まっている。“コンシューマー（消費者）”から、ライ

フダイバーシティ（生活多様性）を享受しながら、積極

的にライフスタイルを創造する“ライフクリエイター

（生活創造者）”への変貌である35。また、労働者につい

ても、“クリエイティブ・クラス”と呼ばれる新しい知的

労働階級が台頭しつつあるかと思えば、“週末起業”や

“半農半X”36など、複数の業種に属しながら、多様な仕事

趣向を両立させる人々も増えつつある。さらに、企業に

ついても、2000年代以降のベンチャー企業ブームに加

え、社会起業家が驚くようなスピードで増えつつあり、

社会的な活動を志向する若者たちを魅了している。

7 新時代のMSPとソーシャル・イノベー
ション
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これまで消費者と生産者、経営者と労働者、企業と

NPOといった、大きなステークホルダーを成立させてき

た区分けが徐々に曖昧になってきているのである。

２）ステークホルダーの多様化・細分化、「誰もが主役」

しかし、こうした状況は、“ステークホルダー”という

概念を消滅させ、一気に“個人”という全体的存在をク

ローズアップするのかと言えば、そうではない。今後、

個人はまずます多様な顔を持つようになる。人々は、場

面に応じてさまざまな人格を使い分けながら、感性を研

ぎ澄ませ、柔軟に他者と交流する。ひとりの人間が、複

数の組織やネットワークに所属したり、さまざまなプロ

ジェクトや取り組みとつながりを持ちながら、新たな価

値を生み出していく。

これをステークホルダーの視点で捉え直せば、人々は、

従来の大きなステークホルダー分類を越えて、横断的か

つ柔軟に結びつき、組織化し、より多様で細分化された、

新しいステークホルダーを形成する。そして、近年のIT

の革新は、こうした多様で細分化された社会集団の横断

的な組織化をさらに容易にする。

また、ITの革新は、価値の創造者と享受者、情報の送

り手と受け手といったこれまでの区分けをも曖昧化し、

誰もが主役として価値を創造し、発信できる環境を整え

つつある。グローバル企業や国際NGOのような強靭な組

織力がなくとも、人々はより小さな単位でネットワーク

を形成し、独自の価値を世界に向けて発信できるように

なってきた。

少なくとも我が国では、1990年代のガバナンスを支

えてきた大きなステークホルダーの物語がひとつの区切

りを迎え、より多様で細分化された、新しいステークホ

ルダーの時代が到来しつつあるのだ。

３）“大きなステークホルダー”と“小さなステークホ

ルダー”の重層的なネットワーク

もちろん、グローバルなレベルで見れば、まだまだ大

きなステークホルダーの役割は大きい。多くの発展途上

国では、未だに子どもたちが劣悪な労働環境で搾取され、

毎日広大な熱帯雨林が焼き払われている。また国内でも、

格差の構造化による内なる貧困や、外国人労働者問題に

象徴される新たな社会的疎外が生まれつつある。今後も

我々は、大きなステークホルダーの繋がりを強め、持続

可能性を巡る課題に取り組んでいかなくてはならない。

したがって今後は、グローバルなレベルや国レベルで

形成される大きなステークホルダーと、より多様で細分

化された小さなステークホルダーとが重層的にネットワ

ークを組む、新しい動きが生まれてくるのではないか。

たとえば、国際的なNGOの支援で生産されたフェアト

レードのコーヒーが、東京で働くサラリーマンやOLの小

さな運動を通じて、オフィスに置かれるようになるかも

しれない。あるいは、日本の伝統的な炭焼きの技と山の

知恵が、グローバル企業とNGOのパートナーシップを通

じて、途上国におけるサステナブルな森林利用と貧困の

根絶に活かされるようになるかもしれない。

グローバルな課題とローカルな感性とが、これまで以

上に強く、そして柔軟に結びつく時代が、訪れつつある

のかもしれない。

（２）ソーシャル・イノベーションのプラットフォーム

としての“小規模・分散・課題解決型”MSP

それでは、こうした新しいステークホルダーの時代に

あって、MSPはどのような役割を果たしていくのか。

これまで論じてきたように、MSPには非常に多くの機

能が内在している。これらの機能のうち何に比重が置か

れるかは、取り組むべき課題やステークホルダーの範囲

によっても異なる。たとえば、グローバルな企業と市民

社会が激しい相克を繰り広げた1990年代には、相互理

解や合意形成の要素がクローズアップされた。また、国

際的な基準やルールづくりでは、MSPがもたらす幅広い

正統性が、途上国の開発プロジェクトでは、ソーシャル･

ラーニングやエンパワメントの要素が重視された。

今後、多様で細分化された我が国のステークホルダー

が必要とするのは、ソーシャル・イノベーションのプラ

ットフォームとしてのMSPである。すなわち、多様で細

分化された複数のステークホルダーのネットワークが、

課題に応じて柔軟に集合・離散を繰り返し、双方向で創
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発的な異分野コラボレーションを行いながら課題解決を

図る。これらのネットワーク間に生まれる協働は、どこ

かの組織や機構に中央集権的に集約されるものではなく、

課題に応じて、小規模な単位で分散的に進められる。そ

こにおいては、ステークホルダー間の利害調整や正統性

の確保といった問題は大きくクローズアップされること

なく、むしろ異分野の協働による社会的価値の創造や、

その実現に向けたオーナーシップ、コミットメントとい

った要素に重点が置かれる。

そして、このような“小規模・分散・課題解決型”の

MSPが、先に述べたグローバルレベルや国レベルの大き

なMSPと結びつき、さらに新たな価値を創造するように

なる。こうした重層的で柔軟なソーシャル・イノベーシ

ョンのプラットフォームが、新時代のMSPに求められる

役割となるのである。

持続可能な発展を巡る社会的な課題は、グローバルな

動きとローカルな利害が複雑に絡み合い、かつ、既存の

価値観や行動様式の破壊、パラダイムの転換を要する。

そこにおいては、もはや政府がすべての情報と権限を集

約し、中央集権的に各主体の行動を律するというアプロ

ーチは機能しない。

持続可能な発展を達成するためには、一人ひとりがオ

ーナーシップをもって、他者との対立や交流の中で学び

ながら、自ら未来を切り開いていかなくてはならない。

問われているのは、国連や政府による“大きな革命”で

はなく、私たち自身の“小さな物語”の積み重ねなので

ある。

そして、新時代のMSPは、こうした“小さな物語”を

つなぎ合わせ、すべての人が主人公として創造的に社会

変革に挑むための、有効な枠組みを提供している。

「アジェンダ21」に始まるマルチステークホルダーの

考え方が、さらに多くの人の胸に届き、この社会のどこ

かで、小さくとも創造的で美しい協働が生まれることを

期待している。

参考９　新時代のMSP

8 おわりに

【注】
１ 正式名称「環境と開発に関する国際連合会議」
２ ソーシャル・イノベーションに確立した定義はないが、ここでは、Phills et al.（2008）を参考に、「社会問題に対する新たな解決策であり、

既存の解決策より効果的又は効率的、持続可能、公正で、かつ、それによって創出される価値が社会全体に帰属するもの」とする。なお、
Phills et al.（2008）の定義は、ソーシャル・イノベーションを社会的企業や社会起業家等の取り組みに限定せず、非営利セクター、政府、
企業等多様なセクターが協働しながら社会的価値を創出する側面を強調しており、本稿で論じるMSPの機能と整合的であると考えられる。

３ 正式名称「環境と開発に関する世界委員会」

出所：筆者作成
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４ グローバルガバナンス委員会（1995）
５ People’s AssemblyやParliamentary Assemblyは、究極的には、地球規模で直接選出された議員で構成される決定機関ないし助言機関を国連

に創設する構想。古くは国際連盟の時代から問題提起されてきたが、特に1990年代以降、グローバルガバナンスに関連した議論の中で創
設を求める動きが活発化している。

６ 一般には、政府や国際機関などの機関において、実態として民主的統制が欠如しているか弱まっている状態を指すが、ここではより広く
捉え、グローバルガバナンスにおいて、国民国家を通じた民主的統制の影響力が弱まり、それに代わる統制手段が欠如している状態を言
うこととする。

７ 正式名称「持続可能な開発に関する世界首脳会議」
８ Hemmati, Dodds et al. 2002, p.19
９ オランダに拠点を置くWageningen University and Research Centre（Wageningen UR）の下部活動機関。MSPに関するポータルサイト、

MSP Resource Portal（http://portals.wi.wur.nl/msp）を運営。
10 Hemmati, Dodds et al. 2002, p.2
11 参加者間でなされるコミュニケーションのあり方自体を議論の対象とすることで、コミュニケーションを改善する手法。
12 Hemmati, Dodds et al., 2002, p.37, p.45
13 Wageningen Internationalウェブサイト（http://portals.wi.wur.nl/msp）
14 Brynne and Mallet（2005）, Dubash, Dupar, et al.（2003）, Haufler（2003）, Haufler (ed.)（2002）, Hemmati, Dodds et al.（2002）, Hemmati
（2002）などから抽出。

15 たとえば、Wageningen Internationalは、ボリビアにおける教育改善プロジェクト、フランクフルト空港の拡張計画における地域対話、ネ
パールにおける持続可能な森林管理プログラム、ウガンダにおけるオイルシードのバリューチェーン・サポート、ハンガリーにおける地
域開発等についてレポートしている（http://portals.wi.wur.nl/msp）。

16 内閣府（2008）, p.67-81
17 GRIウェブサイト（http://www.globalreporting.org）
18 FSCウェブサイト（http://www.fsc.org）
19 Hemmati, Dodds et al., 2002 p.20-23
20 Haufler（2003）, p.24
21 Vorley, Roe, and Bass（2000）, p.9
22 法的な強制力がないにもかかわらず、現実の経済社会において国や企業がなんらかの拘束感をもって従っている規範（中山（2008））。
23 佐藤（2008a）, p.49
24 Hemmati, Dodds et al. 2002, p.49
25「社会的責任向上のためのNPO/NGOネットワーク」ウェブサイト（ttp://www.sr-nn.net/）
26 Malena 2004
27“ステークホルダー・デモクラシー”は、コーポレート・ガバナンスの民主化を指す概念としても用いられることがあるが（Matten and

Crane 2005）、ここでは、企業レベルではなく、グローバルレベルでのオルタナティブなガバナンスのあり方を表す概念に特化して論じる。
28 Haufler 2003, p.243
29 Malena 2004
30 Malena 2004
31 発足時の円卓会議の正式名称は、「安全・安心で持続可能な未来に向けた社会的責任に関する円卓会議」であったが、2010年５月12日の総

会・総合戦略部会合同会合で、「社会的責任に関する円卓会議」への名称変更が合意された。
32 ｢国民生活の安全・安心の確保策について」（平成19年６月４日国民生活審議会意見）
33「消費者行政推進基本計画」（平成20年６月27日閣議決定）
34 円卓会議ウェブサイト（http://sustainability.go.jp/forum）
35 上條典夫（2009）, p.134-150
36 塩見直紀（2003）
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